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１ はじめに 

 地域産業保健センターが小規模事業場に対して行う災

害時保健活動のあり方を考察することを目的に、身近な

ICTツール（LINE）を活用した支援プログラムを独自に開

発し、3か月間シミュレーションを行った。その結果およ

びプロセスを支援マニュアル（案）として整理した。      

２ 調査研究のプロセス（図1） 

事前調査
（能登半島地震の経験から

得られた企業防災の実際

と課題の抽出）

①令和6年能登半島地震で実

際に災害対応に当たった企

業担当者、行政関係者等に対

するインタビュー調査

②小規模事業場（高岡地域産

業保健センターの登録事業

所）の事業主に対する防災の

取組みに関する質問紙調査

実践活動
（地域産業保健センターが小規

模事業場に対して行う身近な

ICTツールを用いた防災・災害

時支援プログラムの作成）

②用いるICTツールの決定

③支援プログラムの作成

支援マニュ

アル（案）の

作成

①プロジェクトチームの結成

④シミュレーションの実施と評価

 

＜図１．調査研究のプロセス＞ 

３ 結果と考察 

１）事前調査：インタビュー調査から、小規模事業場に

求められる有事の行動が「従業員の安全と安寧」「事業の

早期再開」「地域住民への貢献」であること、また「もし

もの備え」として平時の準備行動が重要であることが抽

出された。得られたカテゴリは図２のとおり構造化でき、

これは地域産業保健センターが行う災害時保健活動のフ

レームワークを示すと考えられた。また、質問紙調査か

ら、小規模事業主の約9割がLINEを利用している実態が

明らかになった。  

２）実践活動：研究代表者、分担者、研究協力者（高岡

地域産業保健センター職員、地元小規模事業主）がプロ

 

＜図２．災害時保健活動のフレームワーク＞ 

ジェクトチームを結成し、実践活動の全過程を進めた。        

まず、事前調査の結果を基に公式LINE『ゲンバ防災』を

開設した。運用コンセプトにおいては、防災情報の提供

よりも「地域産業保健センターが身近な存在であるとい

う安心感の提供」を優先した。また、配信コンテンツに

おいても、産業医のよもやま話や保健師の養生日記を織

り交ぜ、「LINEの習慣化」という実践的な課題に向き合う

工夫をした。シミュレーションが3か月間・1事業場・24

人という限られた規模であり、本プログラムのアウトカ

ムを評価するには至っていないが、マニュアル（案）と

して手順を体系化したことは、他の地域産業保健センタ

ーが再現・応用できる形になったと考えた。 

３）小規模事業場で働く人々が平時にも災害時にも安心

して働き続けることのできる地域社会を実現するために

は地域産業保健センターを核とした産業保健支援体制の

充実が不可欠である。本調査研究で得られた学びとプロ

ジェクトチームの一体感を基盤に、富山県高岡地域産業

保健センターから本結果を「地域実装」していきたい。 


